
別紙９ 

新Ｂ案の主張・積極意見 新Ｂ案に対する消極意見 

【ニーズ】 

○ 任意売却崩れの事案において簡

易迅速な実行を行うというニーズ

と合致する。 

○ 典型的なターゲットである任意

売却崩れの事案はそれほど多くな

いが，その範囲内では実効的に機能

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期間短縮・費用削減】 

○ 任意売却崩れの事案において，現

行の裁判所による競売に比べて，期

間短縮と費用削減とを図ることが

できる。 

 

 

 

○ 新Ｂ案の典型的なターゲットで

ある任意売却崩れの事案は，それほ

ど多くない。 

○ 後順位抵当権者から裁判所によ

る競売が申し立てられると，その手

続が優先されて私的実行手続が中

止又は中断されるということを考

慮すれば，実際の利用場面を少ない

のではないか。 

○ 第三者に売却した場合でも適正

価額による清算義務を課すことか

ら，買受人は，実行抵当権者と債務

者・所有者との間における適正価額

をめぐる争いに巻き込まれるおそ

れがあるため，解除権が与えられて

いるところ，この解除権が行使され

ると，実行抵当権者は，実行手続を

一からやり直す必要がある。そのた

め，第三者に売却する手続は選択し

がたいのではないか。 

 

○ Ｂ１方式における適正価格に基

づく清算の制度を設けると，清算金

をめぐる紛争が発生すれば，最終的

には裁判で決着をつけざるを得ず，

期間が長期化するおそれがある。ま

た，適正価格に基づく清算の制度と

- 1 - 



別紙９ 

 

 

 

 

 

【債務者側の利益保護】 

○ Ｂ１方式における適正価格に基

づく清算の制度は，３点セットを省

略するとともに下限規制を設けな

いものとして事前の手続を簡素化

する代わりに，売却価格の適正性を

確保して債務者の利益を保護する

ための事後的な措置として必要不

可欠である。 

【後順位抵当権者の利益保護】 

○ 後順位抵当権者の競売申立権及

び先買権は，３点セットを省略する

とともに下限規制を設けないもの

として手続を簡素化する代わりに，

売却価格の適正性を確保して後順

位抵当権者の利益を保護するため

の措置として必要不可欠である。 

 

連動するものとして買受人に解除

権が付与されているところ，その解

除権が行使されれば，売却の効力が

覆されてしまい，期間が長期化する

おそれがある。 

 

○ 債務者保護は，適正価格に基づく

清算の制度ではなく，Ｄ案のよう

に，抵当権設定時における抵当権者

と債務者・所有者との合意によっ

て，債務者にごく短期間の受戻権を

付与すれば足りる。 

 

 

 

○ 後順位抵当権者が競売申立権を

行使すれば，非司法競売によって売

却することができなくなる場合も

少なくない。 

○ Ｂ１方式においては，後順位抵当

権者は，非司法競売手続において債

権回収を図るには，物上代位によっ

て債務者・所有者が有する清算金請

求権を差し押さえなければならず，

負担が重くなる。ひいては，後順位

抵当権を設定しづらくなり，不動産

の担保余剰を利用した資金調達を

阻害するおそれもある。 

○ 後順位抵当権者が申し立てた裁

判所による競売が無剰余取消しに
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なった場合，非司法競売手続がどう

なるのか不明である。 
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新Ｃ案の主張・積極意見 新Ｃ案に対する消極意見 

【ニーズ】 

○ 主に，現在の競売事件のうち比較

的単純な事案をターゲットにする

ものであり，それほどニーズは広く

ないが，それなりに機能する。 

○ 相対売買の方法による売却を取

り入れていることにより，任意売却

崩れの事案において簡易迅速な実

行を行うというニーズも取り込む

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 競売の方法による売却の場合，現

行の競売制度と大差はなく，優位性

が乏しいため，ニーズは多くない。 

○ 私的評価に基づく売却基準価額

決定手続については，利害関係人か

ら意見が出されて，裁判所がその意

見に理由があると認めたときは，評

価人を選任して評価をさせること

になり，私的評価を行わせたことが

無駄になってしまうのであるから，

最初から評価人の評価に基づく売

却基準価額決定手続が選ばれるこ

とになり，そのニーズは少ないので

はないか。 

○ 利害関係人の合意による売却基

準価額の決定については，利害関係

人のうち一人でも反対者がいれば，

裁判所に売却基準価額の決定を求

めなければならず，時間がかかり，

二度手間となることから，最初から

裁判所による売却基準価額の決定

の手続が選ばれることになり，その

ニーズは少ないのではないか。 

○ 利害関係人の合意による配当手

続については，利害関係人のうち一

人でも反対者がいれば，裁判所によ

る配当手続を申し立てなければな
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【期間短縮・費用削減】 

○ 現行の競売制度と同程度のセー

フティーネット・手続保障を維持し

つつ，裁判所の関与を減らすことに

よって，現行の裁判所による競売に

比べて，期間短縮と費用削減とを図

ることができる。 

○ 任意売却崩れの事案において，相

対売買の方法をとれば，現行の裁判

所による競売に比べて，期間短縮と

費用削減とを図ることができる。 

【債務者側・後順位抵当権者の利益保

護】 

○ 下限規制を設けることは，現行の

裁判所による競売と同様，債務者側

や後順位抵当権者の利益を保護する

ために必要不可欠である。 

 

 

らなくなり，時間がかかり，二度手

間となる。そうすると，最初から裁

判所による配当手続が選ばれるこ

とになり，利害関係人の合意による

配当手続のニーズは少ないのでは

ないか。 

 

○ 競売の方法による売却の場合，現

行の競売制度と大差はなく，手続の

迅速化やコストの削減の観点におい

て，現行の競売制度に対する優位性

に乏しい。 

○ ３点セット等の作成や売却基準価

額の設定や裁判所による抵当権実行

手続確認決定が必須であるため，こ

れらが不要な場合でも期間短縮を図

ることができない。 

 

 

○ 強行法規によって下限規制を設け

るべきではない。 

○ 債務者保護は，Ｄ案のように，抵

当権設定時における抵当権者と債務

者・所有者との合意によって，債務

者にごく短期間の受戻権を付与すれ

ば足りる。 
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Ｄ案の主張・積極意見 Ｄ案に対する消極意見 

【ニーズ】 

○ 様々な事案をターゲットにする

ものであり，かなり広く利用される

可能性がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【抵当権設定時における抵当権者と

債務者・所有者との合意による実行

方法の選択制】 

○ 債務者は，抵当権実行時において

は，高値売却の動機がないことがあ

るため，競売に協力しないことがあ

るが，抵当権設定時においては，高

値売却の動機がある。したがって，

抵当権設定時における担保権者と

債務者との合意によって実行方法

を決めるものとすることは，債務者

の競売への協力を盛り込むことを

 

○ ３点セットと下限規制をなくす

実行方法を選択して安い価格で自

己競落することを目論む抵当権者

にとってニーズがある制度である。 

○ 任意売却崩れの事案において簡

易迅速な実行を行うというニーズ

とは，結びつかない。 

○ 債務者・所有者の協力が得られな

い場合において，第三者に高く売却

しようとするときは，３点セットが

あるとともに公権力・強制力があ

り，かつ，信頼の高い制度である裁

判所による競売が利用されるので

あり，Ｄ案に対するニーズは少な

い。 

 

 

 

○ 抵当権設定時（融資時）において

は，借り手である債務者と貸し手で

ある抵当権者との間には力関係に

大きな差があるため，借り手である

債務者側に不利益な合意がされる

おそれが大きい。また，債務者は，

返済することができると考えて融

資を受けるのが通常であり，その融

資時において，抵当権の実行方法に
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可能とするものであり，当事者にイ

ンセンティブを付与する合理的な

手段である。 

○ 抵当権設定時（融資時）において，

借り手である債務者と貸し手であ

る抵当権者との間に力関係の差が

あるとしても，実行時においても両

者の力関係の差はあり得るのであ

り，債務者の保護は，民法の錯誤，

詐欺，強迫の規定や消費者契約法の

規定等によって図ることで足りる。 

○ 現に，住宅ローンの金銭消費貸借

契約において，債務者が，弱い立場

にあるからといって，不利な契約を

押しつけられている事実はない。一

般市民が不動産担保融資を受ける

金融機関は，所管官庁による厳格な

監督を受けているし，リスクが小さ

い新築住宅ローンで高金利や短期

の返済期間を押しつける金融機関

は，借り手から相手にされなくなる

だけである。金融機関は，債務者が

不利益を被る契約を強制して顧客

からの信頼を汚すことに実益はな

い。 

○ 債権者が締結したいのは，いざ債

務不履行が生じたときは，担保不動

産を迅速かつ低コストで高値によ

って売却することができる執行契

約である。これは，債権者にとって

慎重な注意を払わないことがある。

そのため，債務者や保証人の利益を

害するおそれがある。 

○ 抵当権者は，将来の実行時におい

てどのような実行方法が適切であ

るかを抵当権設定時に判断するこ

とは困難であり，抵当権設定時に実

行方法を選択することには，抵当権

者にとっても合理性はない。 
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資金回収の確実性が高まるため，債

務者は金利・融資額・返済期間等に

おいてより有利な条件で融資を受

けることができるし，いざ債務不履

行になったときは，手元に残る剰余

金を増やす又は残債額を減らすこ

とができるため，債務者にとっても

有利である。債務者にとって不利な

執行契約が強制されるということ

はあり得ない。「迅速・低コスト・

高値の売却」ができる民間競売手続

こそ，誠実な債務者の保護に資す

る。競売段階で債務者を保護しよう

とすると，「迅速・低コスト・高値

の売却」は困るという悪質な債務者

だけを保護することになり，誠実な

債務者にはかえって不利益をもた

らす。 

○ 抵当権者と債務者・所有者との合

意については，合意後の賃借人に対

しては，登記をすれば対抗すること

ができる旨の実体法上の手当てを

すればよい。 

○ 抵当権設定契約に多様な選択肢

の中から適切な条項を採用するこ

とで，債権者も債権回収の実効性を

確保することができるし，債務者も

有利な返済条件を得ることができ

る。契約内容について詳細に検討し

た上で民間競売を利用しようとす

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 抵当権者と債務者・所有者との合

意は，不法占拠者や（少なくとも合

意前の）賃借人には理論上対抗する

ことができない。 

 

○ 選択肢の幅が大きく，複雑で分か

りにくい制度になる。 

○ 各段階の手続選択の意思表示ご

とに詐欺や錯誤などを理由とする

紛争が生じるおそれがある。オプシ

ョンを増やすことは，かえって，競

売に反対する債務者側に手続の引
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る当事者から選択肢を剥奪すべき

ではない。できるだけ選択肢を増や

すのが望ましい。 

○ 抵当権設定時から１０年，２０年

経た時点での競売において，設定時

の合意を相手方に強制することが

できるかどうかに関しては，抵当権

設定契約において合意した事項に

ついては，期間の経過によって履行

義務が解消するとの解釈に基づい

て判決を下してはならない旨を立

法で具体的に定めることによって

対処することができる。 

○ 多様な選択肢の中から当事者の

合意によって決められた実行方法

については，登記事項とすればよ

い。登記事項が膨大になるために，

そのすべてを登記簿に記録するこ

とが困難であれば，登記簿には，抵

当権設定契約書を参照する旨を記

録した上で，登記所において，抵当

権設定契約書を保管し，参照可能な

書類として備え付けるものとすれ

ばよい。 

【３点セットの省略等】 

○ ３点セットを省略することがで

きる場合又は不要な場合には，これ

を省略することによって，期間を短

縮するとともに費用を削減するこ

とができる。 

き延ばしをしやすくさせるおそれ

もある。 

 

○ 抵当権設定時から１０年，２０年

経た時点での競売において，設定時

の合意を相手方に強制することが

できるかどうか疑問である。 

 

 

 

 

 

 

○ 広範なオプションを設けて手続

を当事者の合意にゆだねた場合に

は，適切な公示方法を設けないと，

どのような手続で抵当権が実行さ

れるかが他の者にとって明らかに

ならず，後順位担保権者や所有権の

譲受人に不測の不利益を与えるお

それがあるが，オプションが広けれ

ば広いほどその公示方法の創設が

困難になるのではないか。 

 

 

○ 広く買受希望者を募るシステム

である公開オークションを行う場

合には，オークション参加者の競争

条件をそろえて高値売却を実現す

るために，３点セット又はこれに類
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○ アメリカの競売では，目的不動産

の情報公開を義務づけておらず，制

度として情報公開を義務づけなく

てもよい。 

 

○ 結果的に自己競落になったとし

ても，その落札価格は，競争的環境

で付けられた価格である。 

○ 民間競売における競売実施者で

ある第三者機関は，高値売却ができ

ることで業者としての信頼を得て

顧客を拡大するという強い利害を

有する。優位性を有する者に調査・

評価を行わせ，買受人を広く募るよ

うな情報提供がされることとなる。 

 

○ Ｄ案では，抵当権設定契約で内覧

受忍義務を課すなどし，実行時に占

有者が内覧に応じなければ，裁判所

が内覧実施命令を発令して内覧を

実施することができるものとして

いる。これにより，３点セットを省

略したり，簡略化したりすることが

できる。 

 

○ 現行制度で内覧制度の利用者が

少ないのは，実効性がないためであ

る。民間競売における事前合意を前

する情報提供の制度を必要とする

べきである。 

○ アメリカにおいて自己競落率が

高いのは，基本的に，抵当権者が他

の買受希望者に比べて目的不動産

の情報を持っているためと考えら

れる。 

○ 目的不動産の情報が他の買受希

望者にも均等に提供されなければ，

競争入札の基礎を形成することが

できない。 

○ 目的不動産の情報公開をするか

どうかを当事者に委ねるとすると，

不利な情報が出てこなくなり，これ

による混乱が生じるおそれがある。 

○ 各種の詳細な公法規制がある我

が国では，専門家による調査が必要

である。 

○ 内覧を実施しても，公法上の規制

の有無・内容や占有者が誰である

か，占有権原の有無などについては

分からない。内覧によって得られる

情報は，３点セットによって得られ

る情報と比べて足りないのである

から，内覧をすることによって３点

セットをなくすということはでき

ない。 

○ 現行の競売制度においては，目的

不動産の情報提供の制度として，３

点セットの制度のほかに，内覧制度
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提に内覧を実現できる仕組みとす

ることが有益である。 

○ 民間競売における売却も，民から

民への売却であり，通常の民間取引

で提供される重要事項などは，買受

希望者を広く募るような情報提供

をすることに利益を有する売却実

施者から当然提供されるし，重要事

項に係る情報提供を義務づけるこ

とも考えられる。 

○ 大勢の買受希望者が見学する内

覧に問題があるのであれば，裁判所

のチェックのもと，主宰者から任命

された調査すべき者が写真撮影な

どをしてインターネットで公開す

るなどといったものも考えられる。 

○ 競売に対する債務者の協力の度

合い，物件の性質等事案に応じて様

々であるから，いろいろなバリエー

ションを考え，そのバリエーション

ごとに，３点セットをどこまで省

略，簡略化，代替化することができ

るかを考えるとともに，それによっ

て問題が起きた際の救済策を考え

るべきである。 

○ 民間競売実施者は，競売実施時点

において提供可能な情報で，かつ，

その価値があるものを提供する。提

供することができる情報が執行契

約で定められた情報だけに限定さ

があるところ，内覧は，その申立て

自体が少なく，あまり人気がない。 

○ 現行の競売制度と異なり，内覧実

施を直接強制することができるも

のとするべきではない。 

 

 

 

 

 

○ 内覧については，債務者・所有者

のプライバシーに対する配慮も必

要であるし，内覧参加者による談合

や風評などによる物件価値の下落

のおそれもある。 

 

○ Ｄ案は，抵当権設定時において実

行方法を決めるものであるところ，

将来の実行時においてどういう情

報の提供が必要になるかというこ

とを抵当権設定時に判断すること

は困難である。特に，債務者は，抵

当権設定時においては返済するこ

とができるものと思って融資を受

けるのが通常であるため，実際には

情報提供を簡略化しなかった方が

高く売却することができたにもか

かわらず，情報提供手続を簡略化し

たものでもよいと合意してしまい，

その結果，不利益を被るということ
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れるわけではない。 

○ 裁判所や執行官などの公務員に

は，高値売却の動機付けはないが，

民間競売実施者は高値売却により

顧客の信頼を得たいという強い動

機がある。それに資するような重要

な情報が豊富に提供されるように

なる。 

○ 執行官や裁判所が任命した評価

人が行う必要はない。 

○ 民間競売実施者が現況調査，評価

を行う場合において，占有者の協力

が得られないときは，執行官による

援助を求めることができるという

制度とすればよい。 

 

【実行開始の登記の要否】 

○ 必要と考えれば，民間競売実施者

が実行開始登記をするか，又は競売

開始の手続に関する裁判所の認証

を経て嘱託登記を申請するかを選

択すればよい。 

○ 民間競売実施者は，私的実行の通

知に先立ち，裁判所に対し，民間競

売手続の開始の認証及び差押えを

申し立てることができるものとし，

裁判所は，この申立てが適法にされ

たものと認証したときは，民間競売

実施のために目的不動産を差し押

さえる旨を宣言するとともに，その

もあり得る。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 競売手続においては，占有者が非

協力であることが多く，その場合に

は，目的不動産の調査には強制力を

必要とする。そのため，執行官の強

制力を背景とした現況調査及びそ

の機会を利用して行われる評価人

による評価という枠組みが重要で

ある。 

 

○ ①民法第５６８条の担保責任を

負担する者を確定させる意味があ

ること，②通知は，往々にして債務

者に到達しないことがあること，③

処分禁止効と結びつける必要があ

ることなどから，実行開始において

は，通知だけではなく，登記も必要

とすべきである。 
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旨を債務者・所有者に送達しなけれ

ばならないものとするということ

も考えられる。 

【後順位抵当権の登記の抹消手続】 

○ 競売実施者が売却結果を裁判所

に報告し，その認証を得た場合は，

裁判所に対して所有権移転登記及

び抵当権抹消登記の嘱託を申請す

ることができるものとすればよい。 

【期間短縮・費用削減】 

○ 物件の種類，価額，立地等に応じ

て，裁判所の関与も含めて真に必要

な手続だけを当事者が取捨選択す

ることで，期間短縮及びコストの削

減を図ることができる。 

○ 多様な選択肢の中から当事者の

合意によって執行方法を定めるこ

とで，民間競売実施者がスケジュー

ル管理，調査，売却，配当を実施し，

官が権力発動を行うなど官民がそ

れぞれ得意分野で役割分担するこ

とが可能であり，また，物件情報が

手元に豊富にあれば現況調査を簡

略化することもできるなど必須で

ない手続を省略又は簡素化するこ

とが可能であるため，迅速，低コス

トで高値の売却を実現することが

できる。 

○ 新聞による公告の費用が割高に

なるとの懸念については，業界団体

 

 

 

 

○ Ｄ案のような，裁判所の関与もな

く，後順位抵当権の登記を単独で抹

消する制度を採用することは，困難

である。 

 

 

○ Ｄ案を採用することによって，本

当に費用が安くなるのか，どのくら

い安くなるのか，どのくらい迅速化

するのか，よく分からない。Ｄ案の

方が，現行の裁判所による競売に比

べて，コストが多くなる場合があ

る。 

○ 現行の裁判所による競売は，多数

の事件を同一入札期間で売却する

ため，１件あたりの新聞による公告

の費用も安く済む。他方，Ｄ案に対

するニーズは少なくあまり利用さ

れないと思われることから，新聞に

よる公告の費用が割高になる。 

○ Ｄ案において，いわゆる３点セッ

トのような目的不動産の情報提供

をせずにオークションで売却する

という実行方法を選択する場合に

は，売却価格が安くなってしまうと

いう弊害が憂慮される。他方におい
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が業者の公告をまとめて掲載され

るように調整すればよい。 

○ 司法競売を利用するか，非司法競

売を利用するかは，債務不履行が生

じた時点で，競売属性を踏まえて，

抵当権者が判断すればよい。権利の

瑕疵の蓋然性が低い場合には，すべ

てを厳格に事前チェックする司法

競売よりも，万が一，権利の瑕疵に

よる不利益を受けた者がいても事

後的に救済する非司法競売の方が，

全体としての社会的コストは安く

なる。 

【債務者側の利益保護】 

○ 債務者保護の制度を強行法規に

よって設ければ設けるほど，債務者

は融資を受けづらくなるというこ

とを重視すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｄ案に対する弊害等が指摘され

ているが，弊害や濫用の可能性はす

べての制度にあり得るものであり，

て，現行の裁判所による競売におい

ては，３点セットの作成に係る費用

は高くなく，期間も長くない。そう

すると，目的不動産の情報提供を不

要とすることによって得られる費

用削減・期間短縮のメリットは小さ

く，売却価格が安くなるというデメ

リットの方が大きいということに

なる。 

 

 

 

 

 

○ Ｄ案は，３点セットを設けず，か

つ，売却価格の下限規制を設けるこ

となく，競売を行うとともに，その

落札価格が目的不動産の適正価格

を下回った場合でも，適正価格に基

づく清算の制度を設けないという

Ａ案と同様の実行方法を採ること

ができ，債務者・所有者は，安値落

札によって，目的不動産を失うだけ

でなく，予想外の残債を請求される

おそれがあり，その利益が害される

おそれがある。また，同様に，保証

人も利益を害されるおそれがある。 

○ 闇金融業者などが抵当権者にな

り，情報を出さずに安値で自己競落

し，高く転売して利益を上げるとと
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その蓋然性がどの程度あるのかを

問題とすべきである。Ｄ案に対する

弊害等の指摘は，理論上の可能性に

すぎないものであり，仮に，そのよ

うな弊害が生じたとしても，債務者

保護は，事後的な救済で足りる。 

○ Ｄ案では，実行抵当権者が売却に

関与することは禁じられ，認証を得

た競売実施機関が売却を実施する

ものとされている。しかも，競売実

施機関は，信用を高めて顧客を確保

していくためにも，高値売却に強い

動機を有するため，闇金融業者など

が情報を出さずに安値で自己競落

し，高く転売して利益を上げるとい

うことは想定し得ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

もに，債務者に損失を及ぼすおそれ

がある。譲渡担保において，債権者

による「不動産の丸取り」が行われ

てきたことが問題になり，判例によ

って清算義務が確立されるに至っ

たなどという歴史的経緯に照らす

と，そういう懸念にこたえる必要が

ある。 

○ 寡占市場を支配するブローカー

とか，安く競落して高く処分するこ

とのみを狙った業者とかが出現す

るのではないかという強い懸念を

感じる。安く自己競落して高く処分

して利益をあげたいと考えている

債権者が現実にいるということを

重視すべきである。 

○ 債務者・所有者は，安値落札から

自己の利益を守るには，高値売却に

向けた自助努力を必要とされるこ

とになり，不安をぬぐうことができ

ない。 

○ ３点セットがなく，かつ，売却価

格の下限規制がないアメリカの競

売においても，不足金請求禁止制度

や不足金請求制限制度が採られて

いる州が多いにもかかわらず，Ｄ案

では，このような制度が強行規定に

よって設けられておらず，債務者保

護の観点から著しい問題を含んで

いる。 
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○ 債務者保護は，強行法規によって

図るべきではなく，抵当権設定時に

おける抵当権者と債務者・所有者と

の合意によって，債務者・所有者に

ごく短期間の受戻権を認めること

によって図ることができる。 

○ 思わぬ安値で落札された場合，債

務者がより高く購入してくれる第

三者を見つけることは極めて容易

である。あえて自助努力というほど

のものでもない。したがって，債務

者保護は，短期間の受戻権を認める

ことによって，十分図ることができ

る。 

 

 

【後順位抵当権者の利益保護】 

 ○ 債務者・所有者は，追加融資を

受けることができるように将来の

後順位抵当権者の利益をも代弁し

て抵当権設定契約を締結しようと

する動機が内在している。先順位抵

当権者も，後順位抵当権者の利益を

保護した契約とすることによって，

より有利な条件（例えば，高金利）

で融資することができる。先順位抵

当権者は，債務者が更なる追加融資

を受けやすくすることで，自らの債

権回収の安全性が高まると考える

ため，むしろ先順位抵当権に民間競

○ 抵当権者と債務者・所有者との合

意によって競売後の受戻権を認め

ることができるものとしても，抵当

権者が合意しなければ認められな

いのであるから，債務者保護の制度

としては不十分である。 

○ 債務者・所有者に競売後の受戻権

を認めたとしても，債務不履行に陥

った債務者は資力が乏しいのが通

常であるため，自ら受戻権を行使す

ることは困難であるし，より高い値

段で第三者に購入してもらうとし

ても，債務者がそのような第三者を

見つけなければならないのであっ

て，債務者保護の制度としては不十

分である。 

 

○ 後順位抵当権者は，安値落札によ

り，適正価格で売却されていれば受

けることができたはずの配当を受

けることができなくなり，その利益

が害されるおそれがある。 

○ 後順位抵当権者は，安値落札から

自己の利益を守るには自己競落な

どの自助努力をしなければならず，

負担が重い。ひいては，後順位抵当

権が設定しづらくなり，不動産の担

保余剰を利用した資金調達を阻害

するおそれもある。 

○ 後順位抵当権者の利益保護の方
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売の特約が付されている場合，裁判

所による競売手続によってしか実

行することができない通常の抵当

権よりも，後順位抵当権者に有利と

なる。 

○ 抵当権設定時における抵当権者

と債務者・所有者との合意によっ

て，債務者・所有者にごく短期間の

受戻権を認めれば，後順位抵当権者

は，その受戻権を代位行使すること

によって安値落札による不利益を

被るのを回避することができる。 

○ 受戻権が認められていた場合に

おいて，思わぬ安値で落札されたと

きは，債務者と同様，後順位抵当権

者がより高く購入してくれる第三

者を見つけることは極めて容易で

ある。あえて自助努力というほどの

ものでもない。 

【先順位抵当権者の利益保護～実質

的消除主義】 

○ 先順位抵当権を「引受」させて，

買受人に対抗することができるも

のとするためには，売却時点で，先

順位抵当権の被担保債権額が入札

希望者に示されていることが前提

として必要となる。このため，Ｄ案

では，①後順位抵当権者が私的実行

開始の通知を行ったときは，先順位

抵当権者は，残債額を明示した上

法について，先順位の抵当権者と債

務者・所有者との合意にすべて委ね

るのではなく，どこまで強行法規で

規定するかを整理しなければ，制度

として不十分ではある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｄ案の実質的消除主義は，消除主

義ではなく，引受主義の考え方が残

っている。 

○ Ｄ案では，先順位抵当権が引受け

になるのか消除になるのかは，原則

として，売却してみなければ分から

ないものである。先順位抵当権が引

受けになった場合，先順位抵当権が

消除されるものと期待していた買
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で，満額弁済を得られないときには

その抵当権を引き受けさせる旨を

回答することができるものとする。

②民間競売実施者は，競売手続費用

の上限額，不動産担保権に優先する

債権（例えば，租税債権）の上限額

並びに先順位抵当権者による引受

けの主張の有無及びその残債額等

を示すとともに，引受けを主張する

先順位抵当権の被担保債権が満額

弁済されないときにはその抵当権

は消除されない旨を明らかにした

上で，売却を実施するものとする。

③入札者が，これらの合計額を上回

る金額で入札したにもかかわらず，

民間競売実施者が競売手続費用等

の金額を過小評価したために先順

位抵当権の被担保債権が満額弁済

されない場合には，民間競売実施者

が差額を補填することで，先順位抵

当権を消除して，物件を買受人に引

き渡さなければならないものとす

る。以上のような手当てをすればよ

い。 

【一般債権者の利益保護】 

○ 民間競売における競売実施者で

ある第三者機関は，高値売却ができ

ることで業者としての信頼を得て

顧客を拡大するという強い利害を

有する。優位性を有する者に調査・

受人が不利益を被ることになるし，

これを避けるにはせっかく行った

売却を事後的に取り消さなければ

ならなくなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｄ案は，安値落札によって債務者

に予想外の多額な残債が残るおそ

れがあるため，その一般財産を引き

当てとしている一般債権者の利益

を害するおそれがある。特に，債務
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評価を行わせ，買受人を広く募るよ

うな情報提供がされることとなる。

不測の安値落札は想定することが

できない。 

【買受人の利益保護①～引渡命令】 

○ 引渡命令の発令を可能とするた

めには，現行の裁判所による競売と

同様，３点セットの作成すべてを裁

判所（執行官，評価人，裁判所書記

官）に委ねる方法もあれば，民間競

売実施者が現況調査及び評価を実

施し，それを裁判所に提出して物件

明細書のみを裁判所（裁判所書記

官）に作成してもらうという方法も

ある。さらには，民間競売実施者が

３点セットを作成し，裁判所がその

認証だけを行うことも考えられる。

いずれの方法も，物件概況や権利関

係の現況把握に関して，裁判所とし

て責任を持ち，それに基づいて引渡

命令が発動されるのであれば問題

はない。 

○ 仮に不法占有排除手段として，引

渡命令の制度を導入することが立

法技術上困難であれば，アメリカの

簡易な明渡訴訟と同様に，簡易な手

続を創設し，それを活用することが

できる制度とすればよい。アメリカ

では，５週間程度で明渡しを求め得

る簡易手続が利用されている。アメ

者が破産状態にある場合，債務者に

は高値売却のインセンティブはな

く，より一層，安値落札による弊害

は一般債権者にもたらされる。 

 

○ 本来，不動産の明渡請求権の存否

についての判断は訴訟で行われな

ければならないところ，引渡命令と

いう簡易な制度が設けられている

のは，裁判所による競売の手続の中

に，執行官及び評価人が，裁判所の

監督を受けながら調査を行うとい

う手続がビルドインされているか

らである。 

○ 執行官や評価人は，裁判所の命令

に基づいて調査しているのであっ

て，現行の裁判所による競売におけ

る引渡命令は，裁判所が自ら調査し

た結果に基づいて自ら判断すると

いう構造になっているのに対し，Ｄ

案における引渡命令は，他人である

民間が調査した結果に基づいて裁

判所が判断をするという構造にな

っている。そのような構造が手続の

迅速化に資するかどうか疑問があ

る。 

○ 裁判所が，民間の調査結果につい

て，その内容を審査することなく，

形式要件のみを審査して認証する

ことによって，これに基づいて引渡
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リカでできるなら，日本でできない

わけがない。 

 

 

 

 

 

 

【買受人の利益保護②～手続の瑕疵】 

○ 民間の不動産売買においては，仲

介業者の重要事項説明に誤りがあ

り，買い手が損失を被った場合に

は，仲介業者に対して損害賠償請求

がされる。この仲介業者のリスクを

ヘッジするための保険が普及して

いる。民間競売の手続瑕疵による損

害に関しても，同様の保険による対

処が想定される。 

○ 民間競売の場合には，執行契約に

おいて，民法第５７０条の瑕疵担保

責任を適用することができるとす

ることも考えられる。この場合，買

受人に対しては，民間競売実施者が

瑕疵担保責任を負うこととなる。 

【反社会的勢力の介入～保全処分】 

○ Ｄ案による非司法競売（民間競

売）だからこそ，執行妨害の排除が

容易になる。すなわち，Ｄ案では，

抵当権設定契約において内覧受忍

義務を定めることができ，これによ

命令を発するという制度を設ける

ことはできない。 

○ 民間の者が行った調査結果を裁

判所が認証するものとすると，民間

の者が行った調査結果に過誤があ

れば，国家賠償責任を追及されかね

ず，裁判所は重い責任を抱え込むこ

とになる。 

 

○ Ｄ案においては，裁判所の関与が

必須ではないところ，私的実行開始

の通知について，通知すべき者に対

する通知漏れがあった場合や通知

はされたものの必要事項の記載が

漏れていた場合などのように手続

に瑕疵があると，買受人は，完全な

権利を取得することができなくな

り，不利益を被るおそれがある。 

 

 

 

 

 

 

 

○ Ｄ案のような保全命令の制度を

導入することは理論上困難である。 

○ 従前の執行妨害との戦いの歴史

に照らすと，保全処分の発令の要件

を具体的に規定すれば規定するほ
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って占有者の同意がなくても内覧

を実施することができるものとし，

抵当権設定において価格減少行為

を具体的に定めることができ，これ

を登記することによって，これに該

当する行為が行われれば，申立てに

より，裁判所が迅速かつ確実に保全

処分を発令することができるもの

とする。 

○ 法文上で，あらかじめ価格減少行

為として想定される行為の類型を

客観的かつ詳細に限定列挙してお

き，執行契約で，その行為類型のど

の行為が価格減少行為に該当する

かを当事者の合意によって定めて

おき，これに該当する行為が行われ

たときは，裁判所に保全処分を申し

立てることができるものとすると

ともに，裁判所は保全処分を発令し

なければならないものとすること

により，保全処分が迅速かつ確実に

発令されることも可能となる。 

ど，かえって抜け穴が増えることに

なるのであり，ある程度抽象的に規

定しないと機能しない。 
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